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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物に由来する構造単位（ａ）を含むポリカー
ボネート樹脂（Ａ）と、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）とを含むポリカーボネート樹
脂組成物（Ｘ）であって、
　前記ポリカーボネート樹脂（Ａ）は、下記式（１）で表される部位を有するジヒドロキ
シ化合物に由来する構造単位以外に、下記式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ
化合物以外のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を有し、
　前記ジヒドロキシ化合物に由来する全構造単位に対する、前記の下記式（１）で表され
る部位を有するジヒドロキシ化合物以外のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位の含有
量が５０モル％以下であり、
　前記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）が、下記一般式（７）で表される繰り返し構造
を有するポリカーボネート樹脂であり、
　－［－Ｏ－Ａｒ１－Ｘ－Ａｒ２－］－ＯＣ（＝Ｏ）－　　（７）
（上記一般式（７）において、Ａｒ１，Ａｒ２は各々独立して置換基を有するアリーレン
基を表し、Ｘは単結合または２価基を表す。）　該芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の
還元粘度が０．５５ｄｌ／ｇ以下、
　該ポリカーボネート樹脂組成物（Ｘ）中に占める前記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ
）の割合が３０重量％以上、
　該ポリカーボネート樹脂組成物（Ｘ）の全光線透過率が９０％以下であるポリカーボネ
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ート樹脂組成物。
【化１】

【化２】

【請求項２】
　前記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物に由来する構造単位をポリカーボネート樹
脂（Ａ）中に２０モル％以上９０モル％未満含む、請求項１に記載のポリカーボネート樹
脂組成物。
【請求項３】
　前記ポリカーボネート樹脂（Ａ）が、脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物に由来する
構造単位及び脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位のうち少なくとも
一方を含む共重合体である請求項１又は２に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項４】
　前記ポリカーボネート樹脂（Ａ）における脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物に由来
する構造単位及び脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位のうち少なく
とも一方の含有割合が、１０モル％以上８０モル％未満である請求項３に記載のポリカー
ボネート樹脂組成物。
【請求項５】
　前記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）が、ジヒドロキシ化合物に由来する全構造単位
中、上記式（７）で表される構造単位を７０モル％を超えて含有する請求項１から請求項
４のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物を成形して得られ
るポリカーボネート樹脂成形品。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面鉛筆硬度の優れたポリカーボネート樹脂組成物を提供するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ビスフェノールＡを主骨格とした芳香族ポリカーボネート樹脂を用いた成形体は、耐熱
性や耐衝撃性に優れている。しかし、表面硬度が低くガラスやポリメタクリル酸メチル樹
脂（ＰＭＭＡ）より劣る。このため、ポリカーボネートの表面特性を改良する目的で、色
々な表面処理が行われている。
【０００３】
　例えば特許文献１には、ポリカーボネート基板表面に（メタ）アクリル酸エステルを塗
布して紫外線硬化によって保護膜を形成する方法が提案され、また特許文献２では特殊な
ビスフェノールとビスフェノールＡとの共重合ポリカーボネートが提案されている。
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【０００４】
　また、イソソルビドに代表される分子内にエーテル結合を有するジヒドロキシ化合物を
原料として用いたポリカーボネートは、表面硬度が高いという優れた特徴を有することが
知られている（特許文献３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特公平４－２６１４号公報
【特許文献２】特表２００９－５００１９５号公報
【特許文献３】特開２００８－２４９１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１や２は、必ずしも十分な表面硬度が得られない場合があり、
また、特許文献３においては、吸水性が高いため、外部環境によって物性が変化し易いと
いう問題を有している。
【０００７】
　そこで、本願発明は、耐熱性や耐衝撃性に優れ、しかも表面鉛筆硬度が高いポリカーボ
ネート樹脂を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するべく、鋭意検討を重ねた結果、分子内に下記一般式（１）で表され
る構造を有したポリカーボネートと芳香族ポリカーボネートを混合することにより高表面
硬度でかつ高い透明性を有することを見出し、本発明に到達した。
　すなわち、本発明は下記のポリカーボネート樹脂組成物に関する。
［１］　構造の一部に下記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由
来する構造単位（ａ）を含むポリカーボネート樹脂（Ａ）と、芳香族ポリカーボネート樹
脂（Ｂ）とを含むポリカーボネート樹脂組成物（Ｘ）であって、該芳香族ポリカーボネー
ト樹脂（Ｂ）の還元粘度が０．５５ｄｌ／ｇ以下、該ポリカーボネート樹脂組成物（Ｘ）
中に占める前記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の割合が３０重量％以上、該ポリカー
ボネート樹脂組成物（Ｘ）の全光線透過率が９０％以下であるポリカーボネート樹脂組成
物。
【０００９】
【化１】

（但し、上記一般式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。
）
【００１０】
［２］前記構造の一部に前記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物が
、前記一般式（１）で表される部位を複数有するジヒドロキシ化合物である、上記［１］
に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
［３］前記構造の一部に前記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物が
、環状構造を有するジヒドロキシ化合物である、［１］又は［２］に記載のポリカーボネ
ート樹脂組成物。
［４］前記構造の一部に前記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物が
、下記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物である、［１］から［３］のいずれか１に
記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００１１】
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【化２】

【００１２】
［５］前記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物に由来する構造単位をポリカーボネー
ト樹脂（Ａ）中に２０モル％以上９０モル％未満含む、［４］に記載のポリカーボネート
樹脂組成物。
［６］前記ポリカーボネート樹脂（Ａ）が、脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物に由来
する構造単位及び脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位のうち少なく
とも一方を１０モル％以上８０モル％未満含む［１］から［５］のいずれか１に記載のポ
リカーボネート樹脂組成物。
［７］前記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）が、ジヒドロキシ化合物に由来する全構造
単位中、下記式（７）で表される構造単位を７０モル％を超えて含有する［１］から［６
］のいずれか１に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
　－［－Ｏ－Ａｒ１－Ｘ－Ａｒ２－］－ＯＣ（＝Ｏ）－　　（７）
（上記式（７）において、Ａｒ１、Ａｒ２は各々独立して置換基を有していても良いアリ
ーレン基を表し、Ｘは単結合または２価基を表す。）
［８］　上記［１］から［７］のいずれか１に記載のポリカーボネート樹脂組成物を成形
して得られるポリカーボネート樹脂成形品。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明は、特定の構造を有したポリカーボネートと芳香族ポリカーボネートを混合した
樹脂組成物を用いるので、表面硬度の高い樹脂を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は、本
発明の実施態様の一例（代表例）であり、本発明はその要旨を超えない限り、以下の内容
に限定されない。
　なお、本明細書において、「～」という表現を用いた場合、その前後の数値または物理
値を含む意味で用いることとする。
【００１５】
　この発明にかかるポリカーボネート樹脂組成物は、構造の一部に下記一般式（１）で表
される部位を有するジヒドロキシ化合物（以下、「主たるジヒドロキシ化合物」と称する
ことがある）に由来する構造単位（ａ）を含むポリカーボネート樹脂（Ａ）と、芳香族ポ
リカーボネート樹脂（Ｂ）からなる樹脂組成物（Ｘ）であり、特定の鉛筆硬度を有する樹
脂組成物である。
【００１６】
＜ポリカーボネート樹脂（Ａ）＞
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）は、構造の一部に下記一般式（１）で表さ
れる部位を有するジヒドロキシ化合物を含むジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルとを原
料として、エステル交換反応により重縮合させて得られる樹脂である。
【００１７】
　すなわち、本発明に用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）は下記一般式（１）で表される
部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位（ａ）を含み、その含有量は２０モ
ル％以上９０モル％未満であることが好ましい。
【００１８】
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（但し、上記一般式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。
）
【００１９】
＜ジヒドロキシ化合物＞
　本発明に用いるジヒドロキシ化合物としては、構造の一部に前記一般式（１）で表され
る部位を有するものであれば特に限定されるものではないが、具体的には、オキシアルキ
レングリコール類、芳香族基に結合したエーテル基を主鎖に有するジヒドロキシ化合物、
環状エーテル構造を有するジヒドロキシ化合物等があげられる。
【００２０】
　前記オキシアルキレングリコール類としては、ジエチレングリコール、トリエチレング
リコール、テトラエチレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコ
ール等があげられる。
【００２１】
　前記側鎖に芳香族基を有し、主鎖に芳香族基に結合したエーテル基を有するジヒドロキ
シ化合物としては、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）フルオレ
ン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル）フルオレン、９，９－
ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－メチルフェニル）フルオレン、９，９－ビ
ス（４－（２－ヒドロキシプロポキシ）－３－メチルフェニル）フルオレン、９，９－ビ
ス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－イソプロピルフェニル）フルオレン、９，９
－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－イソブチルフェニル）フルオレン、９，
９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）フルオレ
ン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－シクロヘキシルフェニル）フ
ルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－フェニルフェニル）フ
ルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３，５－ジメチルフェニル
）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－ｔｅｒｔ－ブチル
－６－メチルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（３－ヒドロキシ－２，２－ジ
メチルプロポキシ）フェニル）フルオレン、２，２－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキ
シ）フェニル）プロパン、２，２－ビス（４－（２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル）
プロパン、１，３－ビス（２－ヒドロキシエトキシ）ベンゼン、４，４’－ビス（２－ヒ
ドロキシエトキシ）ビフェニル、ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）スル
ホン等があげられる。
【００２２】
　前記環状エーテル構造を有するジヒドロキシ化合物としては、具体的には下記一般式（
２）で表されるジヒドロキシ化合物に代表される無水糖アルコールや、下記一般式（３）
および下記式（４）で表されるスピログリコール等の環状エーテル構造を有する化合物が
挙げられる。なかでも、下記一般式（２）で表されるジヒドロキシ化合物や、下記一般式
（３）で表されるスピログリコール等の、複数の環状エーテル構造を有するジヒドロキシ
化合物がより好ましく、更に好ましくは２つの環状エーテル構造を有する、対象な構造の
ジヒドロキシ化合物が好ましく、特には下記一般式（２）で表されるジヒドロキシ化合物
が好ましい。
【００２３】
　複数の環状エーテル構造を有するジヒドロキシ化合物は、剛直な構造であるため、得ら
れるポリマーも剛直になり、表面硬度が高く、耐熱性も高いポリマーとなる傾向がある。
【００２４】
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【化４】

【００２５】
【化５】

【００２６】
【化６】

【００２７】
　これらの中でも、入手のし易さ、ハンドリング、重合時の反応性、得られるポリカーボ
ネート樹脂（Ａ）の耐熱性の観点からは、環状エーテル構造を有するジヒドロキシ化合物
が好ましく、前記の一般式（２）で表されるジヒドロキシ化合物に代表される無水糖アル
コール、前記の一般式（３）や一般式（４）で表される環状エーテル構造を有する化合物
がより好ましい。これらは得られるポリカーボネート樹脂（Ａ）の要求性能に応じて、単
独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２８】
　上記一般式（２）で表されるジヒドロキシ化合物としては、立体異性体の関係にある、
イソソルビド、イソマンニド、イソイデットが挙げられ、これらは１種を単独で用いても
よく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２９】
　これらの主たるジヒドロキシ化合物のうち、芳香環構造を有しないジヒドロキシ化合物
を用いることが、ポリカーボネート樹脂（Ａ）の耐光性の観点から好ましく、中でも植物
由来の資源として豊富に存在し、容易に入手可能な種々のデンプンから製造されるソルビ
トールを脱水縮合して得られるイソソルビドが、入手及び製造のし易さ、耐光性、光学特
性、成形性、耐熱性、カーボンニュートラルの面から最も好ましい。
【００３０】
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）は、上記の主たるジヒドロキシ化合物以外
のジヒドロキシ化合物（以下「その他のジヒドロキシ化合物」と称す場合がある。）に由
来する構造単位を含んでいてもよい。
【００３１】
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　前記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造、特に、
一般式（２）～（４）に示すような環状エーテルを含む構造は、極性が高いため、ポリカ
ーボネート樹脂（Ａ）はポリマー全体として、極性が高く、対して後述する芳香族ポリカ
ーボネート樹脂（Ｂ）は比較的極性が低い。このため、ポリカーボネート樹脂（Ａ）と芳
香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）とを混合して得られる樹脂組成物は完全な相溶はせずに
全光線透過率が低下する場合がある。完全に相溶した場合は、２つの樹脂の特性はほぼ相
殺され、均一な物性が得られる場合が多い。しかしながら完全に相溶しない場合、ポリカ
ーボネート樹脂（Ａ）の特徴である表面硬度の高さが維持されやすく、完全相溶した場合
に比べて樹脂組成物及びその成形体の表面硬度が高く維持される。以上の理由より、前記
一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位（ａ）の含
有量は、好ましくは２０モル％以上、更に好ましくは２５モル％以上、特に好ましくは３
０モル％以上である。
【００３２】
　一方、構造単位（ａ）の含有量が多すぎると、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）との相溶性
が完全に悪化し、得られる成形体にムラが発生し外観が劣る場合がある。以上の理由より
、好ましくは９０モル％以下、更に好ましくは８５モル％以下、特に好ましくは８０モル
％以下である。
【００３３】
　ポリカーボネート樹脂（Ａ）において、ジヒドロキシ化合物に由来する全構造単位に対
する、前記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位
（ａ）以外に、その他のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を有することが好ましい
。
【００３４】
　ジヒドロキシ化合物に由来する全構造単位に対する、前記のその他のジヒドロキシ化合
物に由来する構造単位の含有量は、好ましくは１０モル％以上、更に好ましくは１５モル
％以上、特に好ましくは２０モル％以上であり、一方、上限は、好ましくは８０モル％以
下、更に好ましくは６５モル％以下、特に好ましくは５０モル％以下である。
【００３５】
　前記のその他のジヒドロキシ化合物としては、直鎖脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合
物、直鎖分岐脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物等の脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化
合物、脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物、芳香族ビスフェノール類等があげられる。
【００３６】
　前記の直鎖脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物としては、エチレングリコール、１，
３－プロパンジオール、１，２－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，３－
ブタンジオール、１，２－ブタンジオール、１，５－ヘプタンジオール、１，６－ヘキサ
ンジオール等があげられる。
【００３７】
　前記の直鎖分岐脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物としては、ネオペンチルグリコー
ル、ヘキシレングリコール等があげられる。
【００３８】
　前記の脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物としては、１，２－シクロヘキサンジメタ
ノール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、
トリシクロデカンジメタノール、ペンタシクロペンタデカンジメタノール、２，６－デカ
リンジメタノール、１，５－デカリンジメタノール、２，３－デカリンジメタノール、２
，３－ノルボルナンジメタノール、２，５－ノルボルナンジメタノール、１，３－アダマ
ンタンジメタノール等があげられる。
【００３９】
　前記の芳香族ビスフェノール類としては、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プ
ロパン［＝ビスフェノールＡ］、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェ
ニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジエチルフェニル）プロパン
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、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－（３，５－ジフェニル）フェニル）プロパン、２，２
－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジブロモフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）ペンタン、２，４’－ジヒドロキシ－ジフェニルメタン、ビス（４－
ヒドロキシフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシ－５－ニトロフェニル）メタン、１
，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、３，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）ペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）スルホン、２，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホン、ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）スルフィド、４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテル、４，４’
－ジヒドロキシ－３，３’－ジクロロジフェニルエーテル、９，９－ビス（４－（２－ヒ
ドロキシエトキシ－２－メチル）フェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ－２－メチルフェニル）フルオレ
ン等が挙げられる。
【００４０】
　これらは得られるポリカーボネートの要求性能に応じて、単独で用いてもよく、２種以
上を組み合わせて用いてもよい
【００４１】
　中でも、脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物としては、入手のし易さ、ハンドリング
のし易さの観点から特に、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，６
－ヘキサンジオールが好ましい。脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物は、環状構造の炭
化水素骨格と２つのヒドロキシ基を有する化合物であり、ヒドロキシ基は、環状構造に直
接結合していてもよいし、置換基を介して環状構造に結合していてもよい。また、環状構
造は単環であっても多環であってもよい。脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物としては
、特に１，４－シクロヘキサンジメタノール、トリシクロデカンジメタノールが好ましい
。
【００４２】
　本発明に用いるジヒドロキシ化合物は、還元剤、抗酸化剤、脱酸素剤、光安定剤、制酸
剤、ｐＨ安定剤、熱安定剤等の安定剤を含んでいても良く、特に酸性下では、本発明に用
いるジヒドロキシ化合物は変質しやすいことから、塩基性安定剤を含むことが好ましい。
【００４３】
　塩基性安定剤としては、長周期型周期表（Ｎｏｍｅｎｃｌａｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｉｎｏｒ
ｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ＩＵＰＡＣ　Ｒｅｃｏｍｍｅｎｄａｔｉｏｎｓ　２０
０５）における１族または２族の金属の水酸化物、炭酸塩、リン酸塩、亜リン酸塩、次亜
リン酸塩、硼酸塩、脂肪酸塩や、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチル
アンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、テトラブチルア
ンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルベン
ジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリエ
チルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルアンモニウムヒドロキシド、
トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベンジルアンモニウムヒドロ
キシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テトラフェニルアンモニウムヒ
ドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、メチルトリフェニルアン
モニウムヒドロキシド、ブチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド等の塩基性アンモ
ニウム化合物、４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－４－アミ
ノピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジン、２－メトキシピリ
ジン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、２－メトキシイミダゾ
ール、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイミダゾール、アミノキ
ノリン等のアミン系化合物が挙げられる。その中でも、その効果と後述する蒸留除去のし
やすさから、ナトリウムまたはカリウムのリン酸塩、亜リン酸塩が好ましく、中でもリン
酸水素２ナトリウム、亜リン酸水素２ナトリウムが好ましい。
【００４４】
　これら塩基性安定剤の本発明に用いるジヒドロキシ化合物中の含有量に特に制限はない
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が、少なすぎると本発明に用いるジヒドロキシ化合物の変質を防止する効果が得られない
可能性があり、多すぎると本発明に用いるジヒドロキシ化合物の変性を招く場合があるの
で、通常、本発明に用いるジヒドロキシ化合物に対して、０．０００１重量％～１重量％
、好ましくは０．００１重量％～０．１重量％である。
【００４５】
　本発明に用いるジヒドロキシ化合物がイソソルビド等、環状エーテル構造を有する場合
には、酸素によって徐々に酸化されやすいので、保管や、製造時には、酸素による分解を
防ぐため、水分が混入しないようにし、また、脱酸素剤等を用いたり、窒素雰囲気下で取
り扱うことが肝要である。イソソルビドが酸化されると、蟻酸等の分解物が発生する場合
がある。例えば、これら分解物を含むイソソルビドをポリカーボネート樹脂の製造原料と
して使用すると、得られるポリカーボネート樹脂の着色を招く可能性があり、又、物性を
著しく劣化させる可能性があるだけではなく、重合反応に影響を与え、高分子量の重合体
が得られない場合もあり、好ましくない。
【００４６】
＜炭酸ジエステル＞
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）は、上述した本発明で用いるジヒドロキシ
化合物を含むジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルを原料として、エステル交換反応によ
り重縮合させて得ることができる。
【００４７】
　用いられる炭酸ジエステルとしては、通常、下記一般式（５）で表されるものが挙げら
れる。これらの炭酸ジエステルは、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合して用い
てもよい。
【００４８】
【化７】

（上記一般式（５）において、Ａ１及びＡ２は、それぞれ独立に、置換若しくは無置換の
炭素数１～炭素数１８の脂肪族基、または、置換若しくは無置換の芳香族基である。）
【００４９】
　前記一般式（５）で表される炭酸ジエステルとしては、例えば、ジフェニルカーボネー
ト、ジトリルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネート、ジメチルカーボネート、ジ
エチルカーボネート及びジ－ｔ－ブチルカーボネート等が例示されるが、好ましくはジフ
ェニルカーボネート、置換ジフェニルカーボネートであり、特に好ましくはジフェニルカ
ーボネートである。なお、炭酸ジエステルは、塩化物イオンなどの不純物を含む場合があ
り、重合反応を阻害したり、得られるポリカーボネート樹脂の色相を悪化させたりする場
合があるため、必要に応じて、蒸留などにより精製したものを使用することが好ましい。
【００５０】
＜エステル交換反応触媒＞
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）は、上述のように本発明で用いるジヒドロ
キシ化合物を含むジヒドロキシ化合物と前記一般式（５）で表される炭酸ジエステルをエ
ステル交換反応させてポリカーボネート樹脂を製造する。より詳細には、エステル交換さ
せ、副生するモノヒドロキシ化合物等を系外に除去することによって得られる。この場合
、通常、エステル交換反応触媒存在下でエステル交換反応により重縮合を行う。
【００５１】
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）の製造時に使用し得るエステル交換反応触
媒（以下、単に触媒、重合触媒と言うことがある）は、特に波長３５０ｎｍにおける光線
透過率や、イエローインデックス値に影響を与え得る。
【００５２】
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　用いられる触媒としては、製造されたポリカーボネート樹脂（Ａ）の耐光性、透明性、
色相、耐熱性、熱安定性、及び機械的強度のうち、とりわけて耐光性を満足させ得るもの
であれば、限定されないが、長周期型周期表における１族または２族（以下、単に「１族
」、「２族」と表記する。）の金属化合物、塩基性ホウ素化合物、塩基性リン化合物、塩
基性アンモニウム化合物、アミン系化合物等の塩基性化合物が挙げられる。好ましくは１
族金属化合物及び／又は２族金属化合物が使用される。
【００５３】
　１族金属化合物及び／又は２族金属化合物と共に、補助的に、塩基性ホウ素化合物、塩
基性リン化合物、塩基性アンモニウム化合物、アミン系化合物等の塩基性化合物を併用す
ることも可能であるが、１族金属化合物及び／又は２族金属化合物のみを使用することが
特に好ましい。
【００５４】
　また、１族金属化合物及び／又は２族金属化合物の形態としては通常、水酸化物、又は
炭酸塩、カルボン酸塩、フェノール塩といった塩の形態で用いられるが、入手のし易さ、
取扱いの容易さから、水酸化物、炭酸塩、酢酸塩が好ましく、色相と重合活性の観点から
は酢酸塩が好ましい。
【００５５】
　１族金属化合物としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化リチウ
ム、水酸化セシウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸水素リチウム、炭酸
水素セシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸リチウム、炭酸セシウム、酢酸ナト
リウム、酢酸カリウム、酢酸リチウム、酢酸セシウム、ステアリン酸ナトリウム、ステア
リン酸カリウム、ステアリン酸リチウム、ステアリン酸セシウム、水素化ホウ素ナトリウ
ム、水素化ホウ素カリウム、水素化ホウ素リチウム、水素化ホウ素セシウム、フェニル化
ホウ素ナトリウム、フェニル化ホウ素カリウム、フェニル化ホウ素リチウム、フェニル化
ホウ素セシウム、安息香酸ナトリウム、安息香酸カリウム、安息香酸リチウム、安息香酸
セシウム、リン酸水素２ナトリウム、リン酸水素２カリウム、リン酸水素２リチウム、リ
ン酸水素２セシウム、フェニルリン酸２ナトリウム、フェニルリン酸２カリウム、フェニ
ルリン酸２リチウム、フェニルリン酸２セシウム、ナトリウム、カリウム、リチウム、セ
シウムのアルコレート、フェノレート、ビスフェノールＡの２ナトリウム塩、２カリウム
塩、２リチウム塩、２セシウム塩等が挙げられ、中でもリチウム化合物が好ましい。
【００５６】
　２族金属化合物としては、例えば、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、水酸化マグネ
シウム、水酸化ストロンチウム、炭酸水素カルシウム、炭酸水素バリウム、炭酸水素マグ
ネシウム、炭酸水素ストロンチウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウム、炭酸マグネシウム
、炭酸ストロンチウム、酢酸カルシウム、酢酸バリウム、酢酸マグネシウム、酢酸ストロ
ンチウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸マグネシウム
、ステアリン酸ストロンチウム等が挙げられ、中でもマグネシウム化合物、カルシウム化
合物、バリウム化合物が好ましく、重合活性と得られるポリカーボネート樹脂の色相の観
点から、マグネシウム化合物及び／又はカルシウム化合物が更に好ましく、最も好ましく
はカルシウム化合物である。
【００５７】
　塩基性ホウ素化合物としては、例えば、テトラメチルホウ素、テトラエチルホウ素、テ
トラプロピルホウ素、テトラブチルホウ素、トリメチルエチルホウ素、トリメチルベンジ
ルホウ素、トリメチルフェニルホウ素、トリエチルメチルホウ素、トリエチルベンジルホ
ウ素、トリエチルフェニルホウ素、トリブチルベンジルホウ素、トリブチルフェニルホウ
素、テトラフェニルホウ素、ベンジルトリフェニルホウ素、メチルトリフェニルホウ素、
ブチルトリフェニルホウ素等のナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩、カルシウム塩、
バリウム塩、マグネシウム塩、あるいはストロンチウム塩等が挙げられる。
【００５８】
　塩基性リン化合物としては、例えば、トリエチルホスフィン、トリ－ｎ－プロピルホス
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フィン、トリイソプロピルホスフィン、トリ－ｎ－ブチルホスフィン、トリフェニルホス
フィン、トリブチルホスフィン、あるいは四級ホスホニウム塩等が挙げられる。
【００５９】
　塩基性アンモニウム化合物としては、例えば、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド
、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、
テトラブチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒドロキシド、
トリメチルベンジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニウムヒドロ
キシド、トリエチルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルアンモニウム
ヒドロキシド、トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベンジルアン
モニウムヒドロキシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テトラフェニル
アンモニウムヒドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、メチルト
リフェニルアンモニウムヒドロキシド、ブチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド等
が挙げられる。
【００６０】
　アミン系化合物としては、例えば、４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ
－ジメチル－４－アミノピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジ
ン、２－メトキシピリジン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、
２－メトキシイミダゾール、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイ
ミダゾール、アミノキノリン等が挙げられる。
【００６１】
　上記重合触媒の使用量は、好ましくは、重合に使用した全ジヒドロキシ化合物１モル当
たり０．１μモル～３００μモル、更に好ましくは０．５μモル～１００μモルであり、
中でもリチウム及び長周期型周期表における２族からなる群より選ばれた少なくとも１種
の金属を含む化合物を用いる場合、特にはマグネシウム化合物及び／またはカルシウム化
合物を用いる場合は、金属量として、前記全ジヒドロキシ化合物１モル当たり、好ましく
は、０．１μモル以上、更に好ましくは０．５μモル以上、特に好ましくは０．７μモル
以上とする。また上限としては、好ましくは２０μモル、更に好ましくは１０μモル、特
に好ましくは３μモル、最も好ましくは１．５μモル、中でも１．０μモルが好適である
。
【００６２】
　触媒量が少なすぎると、重合速度が遅くなるため結果的に所望の分子量のポリカーボネ
ート樹脂（Ａ）を得ようとすると、重合温度を高くせざるを得なくなり、得られたポリカ
ーボネート樹脂（Ａ）の色相や耐光性が悪化したり、未反応の原料が重合途中で揮発した
りして本発明で用いるジヒドロキシ化合物を含むジヒドロキシ化合物と前記一般式（５）
で表される炭酸ジエステルのモル比率が崩れ、所望の分子量に到達しない可能性がある。
一方、重合触媒の使用量が多すぎると、得られるポリカーボネート樹脂（Ａ）の色相の悪
化を招き、ポリカーボネート樹脂（Ａ）の耐光性が悪化する可能性がある。
【００６３】
　更に、前記一般式（５）で表される炭酸ジエステルとして、ジフェニルカーボネート、
ジトリルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネートを用い、本発明で用いるポリカー
ボネート樹脂（Ａ）を製造する場合は、フェノール、置換フェノールが副生し、ポリカー
ボネート樹脂（Ａ）中に残存することは避けられないが、フェノール、置換フェノールも
芳香環を有することから紫外線を吸収し、耐光性の悪化要因になる場合があるだけでなく
、成形時の臭気の原因となる場合がある。ポリカーボネート樹脂（Ａ）中には、通常のバ
ッチ反応後は１０００重量ｐｐｍ以上の副生フェノール等の芳香環を有する、芳香族モノ
ヒドロキシ化合物が含まれているが、耐光性や臭気低減の観点からは、脱揮性能に優れた
横型反応器や真空ベント付の押出機を用いて、好ましくは７００重量ｐｐｍ以下、更に好
ましくは５００重量ｐｐｍ以下、特には３００重量ｐｐｍ以下にすることが好ましい。た
だし、工業的に完全に除去することは困難であり、芳香族モノヒドロキシ化合物の含有量
の下限は通常１重量ｐｐｍである。
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【００６４】
　尚、これら芳香族モノヒドロキシ化合物は、用いる原料により、当然置換基を有してい
てもよく、例えば、炭素数が５以下であるアルキル基などを有していてもよい。
【００６５】
　また、１族金属、中でもナトリウム、カリウム、セシウムは、特にはリチウム、ナトリ
ウム、カリウム、セシウムは、ポリカーボネート樹脂（Ａ）中に多く含まれると色相に悪
影響を及ぼす可能性があり、該金属は使用する触媒からのみではなく、原料や反応装置か
ら混入する場合があるため、ポリカーボネート樹脂（Ａ）中のこれらの合計量は、金属量
として、通常１重量ｐｐｍ以下、好ましくは０．８重量ｐｐｍ以下、より好ましくは０．
７重量ｐｐｍ以下である。
【００６６】
　ポリカーボネート樹脂（Ａ）中の金属量は、湿式灰化などの方法でポリカーボネート樹
脂中の金属を回収した後、原子発光、原子吸光、Ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅ
ｄ　Ｐｌａｓｍａ（ＩＣＰ）等の方法を使用して測定することが出来る。
【００６７】
　＜ポリカーボネート樹脂（Ａ）製造方法＞
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）は、本発明で用いるジヒドロキシ化合物を
含むジヒドロキシ化合物と前記一般式（５）の炭酸ジエステルとをエステル交換反応によ
り重縮合させることによって得られるが、原料であるジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステ
ルは、エステル交換反応前に均一に混合することが好ましい。
【００６８】
　混合の温度は通常８０℃以上、好ましくは９０℃以上であり、その上限は通常２５０℃
以下、好ましくは２００℃以下、更に好ましくは１５０℃以下である。中でも１００℃以
上１２０℃以下が好適である。混合の温度が低すぎると溶解速度が遅かったり、溶解度が
不足する可能性があり、しばしば固化等の不具合を招く。混合の温度が高すぎるとジヒド
ロキシ化合物の熱劣化を招く場合があり、結果的に得られるポリカーボネート樹脂の色相
が悪化し、耐光性に悪影響を及ぼす可能性がある。
【００６９】
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）の原料である本発明で用いるジヒドロキシ
化合物を含むジヒドロキシ化合物と前記一般式（５）で表される炭酸ジエステルとを混合
する操作は、酸素濃度１０ｖｏｌ％以下、更には０．０００１ｖｏｌ％～１０ｖｏｌ％、
中でも０．０００１ｖｏｌ％～５ｖｏｌ％、特には０．０００１ｖｏｌ％～１ｖｏｌ％の
雰囲気下で行うことが、色相悪化防止の観点から好ましい。
【００７０】
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）を得るためには、前記一般式（５）で表さ
れる炭酸ジエステルは、反応に用いる本発明で用いるジヒドロキシ化合物を含むジヒドロ
キシ化合物に対して、０．９０～１．２０のモル比率で用いることが好ましく、さらに好
ましくは、０．９５～１．１０のモル比率である。
【００７１】
　このモル比率が小さくなると、製造されたポリカーボネート樹脂の末端水酸基が増加し
て、ポリマーの熱安定性が悪化し、成形時に着色を招いたり、エステル交換反応の速度が
低下したり、所望する高分子量体が得られない可能性がある。
【００７２】
　また、このモル比率が大きくなると、エステル交換反応の速度が低下したり、所望とす
る分子量のポリカーボネート樹脂（Ａ）の製造が困難となる場合がある。エステル交換反
応速度の低下は、重合反応時の熱履歴を増大させ、結果的に得られたポリカーボネート樹
脂の色相や耐光性を悪化させる可能性がある。
【００７３】
　更には、本発明で用いるジヒドロキシ化合物を含むジヒドロキシ化合物に対して、前記
一般式（５）で表される炭酸ジエステルのモル比率が増大すると、得られるポリカーボネ
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ート樹脂（Ａ）中の残存炭酸ジエステル量が増加し、これらが紫外線を吸収してポリカー
ボネート樹脂の耐光性を悪化させる場合があり、好ましくない。
【００７４】
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）に残存する炭酸ジエステルの濃度は、好ま
しくは２００重量ｐｐｍ以下、更に好ましくは１００重量ｐｐｍ以下、特に好ましくは６
０重量ｐｐｍ以下、中でも３０重量ｐｐｍ以下が好適である。現実的にポリカーボネート
樹脂（Ａ）は未反応の炭酸ジエステルを含むことがあり、濃度の下限値は通常１重量ｐｐ
ｍである。
【００７５】
　本発明において、ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルとを重縮合させる方法は、上述
の触媒存在下、通常、複数の反応器を用いて多段階で実施される。反応の形式は、バッチ
式、連続式、あるいはバッチ式と連続式の組み合わせのいずれの方法でもよい。重合初期
においては、相対的に低温、低真空でプレポリマーを得、重合後期においては相対的に高
温、高真空で所定の値まで分子量を上昇させることが好ましいが、各分子量段階でのジャ
ケット温度と内温、反応系内の圧力を適切に選択することが色相や耐光性の観点から重要
である。例えば、重合反応が所定の値に到達する前に温度、圧力のどちらか一方でも早く
変化させすぎると、未反応のモノマーが留出し、ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルの
モル比を狂わせ、重合速度の低下を招いたり、所定の分子量や末端基を持つポリマーが得
られなかったりして結果的に本願発明の目的を達成することができない可能性がある。
【００７６】
　更には、留出するモノマーの量を抑制するために、重合反応器に還流冷却器を用いるこ
とは有効であり、特に未反応モノマー成分が多い重合初期の反応器でその効果は大きい。
還流冷却器に導入される冷媒の温度は使用するモノマーに応じて適宜選択することができ
るが、通常、還流冷
却器に導入される冷媒の温度は該還流冷却器の入口において４５℃～１８０℃であり、好
ましくは、８０℃～１５０℃、特に好ましくは１００℃～１３０℃である。還流冷却器に
導入される冷媒の温度が高すぎると還流量が減り、その効果が低下し、低すぎると、本来
留去すべきモノヒドロキシ化合物の留去効率が低下する傾向にある。冷媒としては、温水
、蒸気、熱媒オイル等が用いられ、蒸気、熱媒オイルが好ましい。
【００７７】
　重合速度を適切に維持し、モノマーの留出を抑制しながら、最終的なポリカーボネート
樹脂の色相や熱安定性、耐光性等を損なわないようにするためには、前述の触媒の種類と
量の選定が重要である。
【００７８】
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）は、触媒を用いて、複数の反応器を用いて
多段階で重合させて製造することが好ましいが、重合を複数の反応器で実施する理由は、
重合反応初期においては、反応液中に含まれるモノマーが多いために、必要な重合速度を
維持しつつ、モノマーの揮散を抑制してやることが重要であり、重合反応後期においては
、平衡を重合側にシフトさせるために、副生するモノヒドロキシ化合物を十分留去させる
ことが重要になるためである。このように、異なった重合反応条件を設定するには、直列
に配置された複数の重合反応器を用いることが、生産効率の観点から好ましい。
【００７９】
　本発明の方法で使用される反応器は、上述の通り、少なくとも２つ以上であればよいが
、生産効率などの観点からは、３つ以上、好ましくは３～５つ、特に好ましくは、４つで
ある。
【００８０】
　本発明において、反応器が２つ以上であれば、その反応器中で、更に条件の異なる反応
段階を複数持たせる、連続的に温度・圧力を変えていくなどしてもよい。
【００８１】
　本発明において、重合触媒は原料調製槽、原料貯槽に添加することもできるし、重合槽
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に直接添加することもできるが、供給の安定性、重合の制御の観点からは、重合槽に供給
される前の原料ラインの途中に触媒供給ラインを設置し、好ましくは水溶液で供給する。
【００８２】
　重合反応の温度は、低すぎると生産性の低下や製品への熱履歴の増大を招き、高すぎる
とモノマーの揮散を招くだけでなく、ポリカーボネート樹脂の分解や着色を助長する可能
性がある。
【００８３】
　具体的には、第１段目の反応は、重合反応器の内温の最高温度として、１４０℃～２７
０℃、好ましくは１８０℃～２４０℃、更に好ましくは２００℃～２３０℃で、１１０ｋ
Ｐａ～１ｋＰａ、好ましくは７０ｋＰａ～５ｋＰａ、更に好ましくは３０ｋＰａ～１０ｋ
Ｐａ（絶対圧力）の圧力下、０．１時間～１０時間、好ましくは０．５時間～３時間、発
生するモノヒドロキシ化合物を反応系外へ留去しながら実施される。
【００８４】
　第２段目以降は、反応系の圧力を第１段目の圧力から徐々に下げ、引き続き発生するモ
ノヒドロキシ化合物を反応系外へ除きながら、最終的には反応系の圧力（絶対圧力）を２
００Ｐａ以下にして、内温の最高温度２１０℃～２７０℃、好ましくは２２０℃～２５０
℃で、通常０．１時間～１０時間、好ましくは、１時間～６時間、特に好ましくは０．５
時間～３時間行う。
【００８５】
　特にポリカーボネート樹脂（Ａ）の着色や熱劣化を抑制し、色相や耐光性の良好なポリ
カーボネート樹脂（Ａ）を得るには、全反応段階における内温の最高温度が２５０℃未満
、特に２２５℃～２４５℃であることが好ましい。また、重合反応後半の重合速度の低下
を抑止し、熱履歴による劣化を最小限に抑えるためには、重合の最終段階でプラグフロー
性と界面更新性に優れた横型反応器を使用することが好ましい。
【００８６】
　所定の分子量のポリカーボネート樹脂（Ａ）を得るために、重合温度を高く、重合時間
を長くし過ぎると、紫外線透過率は下がり、ＹＩ値は大きくなる傾向にある。
【００８７】
　副生したモノヒドロキシ化合物は、資源有効活用の観点から、必要に応じ精製を行った
後、炭酸ジフェニルやビスフェノールＡ等の原料として再利用することが好ましい。
【００８８】
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）は、上述の通り重縮合後、通常、冷却固化
させ、回転式カッター等でペレット化される。
【００８９】
　ペレット化の方法は限定されるものではないが、最終重合反応器から溶融状態で抜き出
し、ストランドの形態で冷却固化させてペレット化させる方法、最終重合反応器から溶融
状態で一軸または二軸の押出機に樹脂を供給し、溶融押出しした後、冷却固化させてペレ
ット化させる方法、又は、最終重合反応器から溶融状態で抜き出し、ストランドの形態で
冷却固化させて一旦ペレット化させた後に、再度一軸または二軸の押出機に樹脂を供給し
、溶融押出しした後、冷却固化させてペレット化させる方法等が挙げられる。
【００９０】
　その際、押出機中で、残存モノマーの減圧脱揮や、通常知られている、熱安定剤、中和
剤、紫外線吸収剤、離型剤、着色剤、帯電防止剤、滑剤、潤滑剤、可塑剤、相溶化剤、難
燃剤等を添加、混練することも出来る。押出機中の、溶融混練温度は、ポリカーボネート
樹脂（Ａ）のガラス転移温度や分子量に依存するが、通常１５０℃～３００℃、好ましく
は２００℃～２７０℃、更に好ましくは２３０℃～２６０℃である。溶融混練温度が１５
０℃より低いと、ポリカーボネート樹脂（Ａ）の溶融粘度が高く、押出機への負荷が大き
くなり、生産性が低下する。３００℃より高いと、ポリカーボネートの熱劣化が激しくな
り、分子量の低下による機械的強度の低下や着色、ガスの発生を招く。
【００９１】
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　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）を製造する際には、異物の混入を防止する
ため、フィルターを設置することが望ましい。フィルターの設置位置は押出機の下流側が
好ましく、フィルターの異物除去の大きさ（目開き）は、９９％除去の濾過精度として１
００μｍ以下が好ましい。特に、フィルム用途等で微少な異物の混入を嫌う場合は、４０
μｍ以下、さらには１０μｍ以下が好ましい。
【００９２】
　本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）の押出は、押出後の異物混入を防止するた
めに、好ましくはＪＩＳ　Ｂ　９９２０（２００２年）に定義されるクラス７、更に好ま
しくはクラス６より清浄度の高いクリーンルーム中で実施することが望ましい。また、押
出されたポリカーボネート樹脂を冷却しチップ化する際は、空冷、水冷等の冷却方法を使
用するのが好ましい。空冷の際に使用する空気は、ヘパフィルター等で空気中の異物を事
前に取り除いた空気を使用し、空気中の異物の再付着を防ぐのが望ましい。水冷を使用す
る際は、イオン交換樹脂等で水中の金属分を取り除き、さらにフィルターにて、水中の異
物を取り除いた水を使用することが望ましい。用いるフィルターの目開きは、９９％除去
の濾過精度として１０μｍ～０．４５μｍであることが好ましい。
【００９３】
　このようにして得られた本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）の分子量は、還元
粘度で表すことができ、還元粘度は、通常０．３０ｄＬ／ｇ以上であり、０．３５ｄＬ／
ｇ以上が好ましく、還元粘度の上限は、１．２０ｄＬ／ｇ以下、１．００ｄＬ／ｇ以下が
より好ましく、０．８０ｄＬ／ｇ以下が更に好ましい。
【００９４】
　ポリカーボネート樹脂（Ａ）の還元粘度が低すぎると成形品の機械的強度が小さい可能
性があり、大きすぎると、成形する際の流動性が低下し、生産性や成形性を低下させる傾
向がある。
【００９５】
　尚、還元粘度は、溶媒として塩化メチレンを用い、ポリカーボネート濃度を０．６ｇ／
ｄＬに精密に調製し、温度２０．０℃±０．１℃でウベローデ粘度管を用いて測定する。
【００９６】
　更に本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）中の下記一般式（６）で表される末端
基の濃度の下限量は、通常２０μｅｑ／ｇ、好ましくは４０μｅｑ／ｇ、特に好ましくは
５０μｅｑ／ｇであり、上限は通常１６０μｅｑ／ｇ、好ましくは１４０μｅｑ／ｇ、特
に好ましくは１００μｅｑ／ｇである。
【００９７】
　下記一般式（６）で表される末端基の濃度が、高すぎると重合直後や成形時の色相が良
くても、紫外線曝露後の色相の悪化を招く可能性があり、逆に低すぎると熱安定性が低下
する恐れがある。下記一般式（６）で表される末端基の濃度を制御するには、原料である
本発明で用いるジヒドロキシ化合物を含むジヒドロキシ化合物と前記一般式（５）で表さ
れる炭酸ジエステルのモル比率を制御する他、エステル交換反応時の触媒の種類や量、重
合圧力や重合温度を制御する方法等が挙げられる。
【００９８】
【化８】

【００９９】
　また、本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）中の芳香環に結合したＨのモル数を
（Ｃ）、芳香環以外に結合したＨのモル数を（Ｄ）とした場合、芳香環に結合したＨのモ
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ル数の全Ｈのモル数に対する比率は、Ｃ／（Ｃ＋Ｄ）で表されるが、耐光性には上述のよ
うに、紫外線吸収能を有する芳香族環が影響を及ぼす可能性があるため、Ｃ／（Ｃ＋Ｄ）
は０．１以下であることが好ましく、更に好ましくは０．０５以下、特に好ましくは０．
０２以下、好適には０．０１以下である。Ｃ／（Ｃ＋Ｄ）は、１Ｈ－ＮＭＲで定量するこ
とができる。
【０１００】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物（Ａ）は、射出成形法、押出成形法、圧縮成形法
等の通常知られている方法で成形物にすることができる。また、本発明で用いるポリカー
ボネート樹脂（Ａ）は、種々の成形を行う前に、必要に応じて、熱安定剤、中和剤、紫外
線吸収剤、離型剤、着色剤、帯電防止剤、滑剤、潤滑剤、可塑剤、相溶化剤、難燃剤等の
添加剤を、タンブラー、スーパーミキサー、フローター、Ｖ型ブレンダー、ナウターミキ
サー、バンバリーミキサー、押出機などで混合することもできる。
【０１０１】
　上記ポリカーボネート樹脂（Ａ）のガラス転移温度は７５℃以上、１０５℃以下である
ことが好ましく、８０℃以上、１０５℃以下であることがより好ましく、８５℃以上、１
０５℃以下であることがさらに好ましい。ガラス転移温度がかかる範囲内のポリカーボネ
ート樹脂（Ａ）を用いることで、優れた耐熱性を有する成形品を提供することができる。
【０１０２】
＜芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）＞
　本発明に用いる芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）は、ジヒドロキシ化合物に由来する
構造単位をカーボネート結合で連結したポリカーボネート樹脂であって、構造中に芳香族
環を有するものであれば、従前知られる如何なるものも使用することが可能であり、前記
一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を含むもの
であっても構わない。ただし、前記式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物
に由来する構造単位を含むものである場合、ポリカーボネート樹脂（Ａ）とは異なる構造
のポリカーボネート樹脂が使用される。
【０１０３】
　本発明に用いる芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）は、ホモポリマー及びコポリマーの
いずれであってもよい。また、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）は、分岐構造を有して
いてもよい。
【０１０４】
　より具体的には、下記一般式（７）で表される繰返し構造を有するポリカーボネート樹
脂をあげることができる。
　－［－Ｏ－Ａｒ１－Ｘ－Ａｒ２－］－ＯＣ（＝Ｏ）－　　（７）
（上記一般式（７）において、Ａｒ１，Ａｒ２は各々独立して置換基を有していても良い
アリーレン基を表し、Ｘは単結合または２価基を表す。）
【０１０５】
　前記の置換基を有していても良いアリーレン基としては、アリーレン基であれば特に制
限されるものではないが、好ましくは芳香族環が３つ以下のアリーレン基であって、より
好ましくはフェニレン基である。
【０１０６】
　Ａｒ１，Ａｒ２は、各々独立して有していても良い置換基であるが、これとしては、置
換基を有していてもよい炭素数１～１０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数
１～１０のアルコキシ基、ハロゲン基、炭素数１～１０のハロゲン化アルキル基、または
置換基を有していてもよい炭素数６～２０の芳香族基があげられる。これらの置換基の中
でも、置換基を有していてもよい炭素数１～１０のアルキル基、または置換基を有してい
てもよい炭素数６～２０の芳香族基が好ましく、より好ましくは炭素数１～１０のアルキ
ル基であって、特に好ましくはメチル基があげられる。
【０１０７】
　上記Ｘで表される２価基としては、置換基を有していてもよい炭素数１～６の鎖状構造
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のアルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数１～６の鎖状構造のアルキリデン基、
置換基を有していてもよい炭素数３～６の環状構造のアルキレン基、置換基を有していて
もよい炭素数３～６の環状構造のアルキリデン基、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＣＯ－または－Ｓ
Ｏ２－があげられ、その中でも、特に炭素数３の鎖状構造のアルキリデン基が好ましい。
炭素数１～６の鎖状構造のアルキレン基が有する置換基としては、アリール基が好ましく
、特にはフェニル基が好ましい。
【０１０８】
　本発明で用いる芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）を構成するジヒドロキシ化合物に由
来する構造単位は、ジヒドロキシ化合物の水酸基から水素原子を除いたものである。これ
に相当するジヒドロキシ化合物の具体例としては、ビフェニル化合物、ビスフェノール化
合物、ハロゲン化ビスフェノール化合物等があげられる。
【０１０９】
　上記ビフェニル化合物としては、４，４’－ビフェノール、２，４’－ビフェノール、
３，３’－ジメチル－４，４’－ジヒドロキシ－１，１’－ビフェニル、３，３’－ジメ
チル－２，４’－ジヒドロキシ－１，１’－ビフェニル、３，３’－ジ－（ｔ－ブチル）
－４，４’－ジヒドロキシ－１，１’－ビフェニル、３，３’，５，５’－テトラメチル
－４，４’－ジヒドロキシ－１，１’－ビフェニル、３，３’，５，５’－テトラ－（ｔ
－ブチル）－４，４’－ジヒドロキシ－１，１’－ビフェニル、２，２’，３，３’，５
，５’－ヘキサメチル－４，４’－ジヒドロキシ－１，１’－ビフェニル等があげられる
。
【０１１０】
　また、上記ビスフェノール化合物としては、ビス－（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチ
ルフェニル）メタン、ビス－（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス－（４－ヒドロキ
シ－３－メチルフェニル）メタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）エタン、
１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン
、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ
フェニル）ペンタン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）－３－メチルブタン、
２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）ヘキサン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ
フェニル）－４－メチルペンタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）シクロペ
ンタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、ビス－（３－フェ
ニル－４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス－（３－フェニル－４－ヒドロキ
シフェニル）エタン、１，１－ビス－（３－フェニル－４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン、２，２－ビス－（３－フェニル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス
－（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）エタン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ－
３－エチルフェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ－３－イソプロピルフ
ェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ－３－ｓｅｃ－ブチルフェニル）プ
ロパン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）エタン、２，２
－ビス－（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プロパン、１，１－ビス－（４
－ヒドロキシ－３，６－ジメチルフェニル）エタン、ビス－（４－ヒドロキシ－２，３，
５－トリメチルフェニル）メタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシ－２，３，５－トリ
メチルフェニル）エタン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ－２，３，５－トリメチルフ
ェニル）プロパン、ビス－（４－ヒドロキシ－２，３，５－トリメチルフェニル）フェニ
ルメタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシ－２，３，５－トリメチルフェニル）フェニ
ルエタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシ－２，３，５－トリメチルフェニル）シクロ
ヘキサン、ビス－（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、１，１－ビス－（４－ヒ
ドロキシフェニル）－１－フェニルエタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）
－１－フェニルプロパン、ビス－（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニルメタン、ビス－
（４－ヒドロキシフェニル）ジベンジルメタン、４，４’－［１，４－フェニレンビス（
１－メチルエチリデン）］ビス－［フェノール］、４，４’－［１，４－フェニレンビス
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メチレン］ビス－［フェノール］、４，４’－［１，４－フェニレンビス（１－メチルエ
チリデン）］ビス－［２，６－ジメチルフェノール］、４，４’－［１，４－フェニレン
ビスメチレン］ビス－［２，６－ジメチルフェノール］、４，４’－［１，４－フェニレ
ンビスメチレン］ビス－［２，３，６－トリメチルフェノール］、４，４’－［１，４－
フェニレンビス（１－メチルエチリデン）］ビス－［２，３，６－トリメチルフェノール
］、４，４’－［１，３－フェニレンビス（１－メチルエチリデン）］ビス－［２，３，
６－トリメチルフェノール］、４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテル、４，４’－
ジヒドロキシジフェニルスルホン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルフィド、３，
３’，５，５’－テトラメチル－４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテル、３，３’
，５，５’－テトラメチル－４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホン、３，３’，５
，５’－テトラメチル－４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルフィド、フェノールフタ
ルレイン、４，４’－［１，４－フェニレンビス（１－メチルビニリデン）］ビスフェノ
ール、４，４’－［１，４－フェニレンビス（１－メチルビニリデン）］ビス［２－メチ
ルフェノール］、（２－ヒドロキシフェニル）（４－ヒドロキシフェニル）メタン、（２
－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）メタン、
１，１－（２－ヒドロキシフェニル）（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－（２
－ヒドロキシフェニル）（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－（２－ヒドロキ
シフェニル）（４－ヒドロキシフェニル）プロパン等があげられる。
【０１１１】
　さらに、上記ハロゲン化ビスフェノール化合物としては、２，２－ビス（３，５－ジブ
ロモ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒド
ロキシフェニル）プロパン等があげられる。
【０１１２】
　これらの中で好ましいジヒドロキシ化合物としては、ビス－（４－ヒドロキシ－３，５
－ジメチルフェニル）メタン、ビス－（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス－（４－
ヒドロキシ－３－メチルフェニル）メタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）
エタン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－ヒ
ドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシ－３，５－
ジメチルフェニル）プロパン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサ
ン、ビス－（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキ
シフェニル）－１－フェニルエタン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）－１－
フェニルプロパン、ビス－（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニルメタン、２－ヒドロキ
シフェニル（４－ヒドロキシフェニル）メタン、２，２－（２－ヒドロキシフェニル）（
４－ヒドロキシフェニル）プロパンなどの、アルキリデン基によりフェノール類が連結さ
れたビスフェノール化合物があげられる。これらは、耐熱性、機械物性の点で好ましい。
【０１１３】
　さらに、これらの中でも特に、ビス－（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス－（４
－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）メタン、ビス－（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチ
ルフェニル）メタン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビ
ス－（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－ヒドロキ
シ－３，５－ジメチルフェニル）プロパン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）
シクロヘキサンなどの、アルキリデン基の炭素数が６以下のビスフェノール化合物が、汎
用性の面で特に好ましい。
【０１１４】
　前記の芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）に使用されるジヒドロキシ化合物に由来する
全構造単位に対する、芳香族環を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位、例えば
、上記式（７）で示される構造単位の含有量は、７０モル％を超えることが好ましく、よ
り好ましくは７５モル％以上、更に好ましくは８０モル％以上、特に好ましくは８５モル
％以上である。７０モル％より少ないと、耐熱性や機械物性が低下する場合がある。一方
、含有量の上限は特になく、１００モル％であってもよい。
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【０１１５】
＜芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の製造方法＞
　本発明に用いる芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の製造方法は、ホスゲン法、エステ
ル交換法、ピリジン法等、従前知られるいずれの方法を用いてもかまわない。以下一例と
して、エステル交換法による芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の製造方法を説明する。
【０１１６】
　エステル交換法は、ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルとを塩基性触媒、さらにはこ
の塩基性触媒を中和する酸性物質を添加し、溶融エステル交換縮重合を行う製造方法であ
る。ジヒドロキシ化合物としては、前記例示のビフェニル化合物、ビスフェノール化合物
があげられる。
【０１１７】
　炭酸ジエステルの代表例としては、ジフェニルカーボネート、ジトリールカーボネート
、ビス（クロロフェニル）カーボネート、ｍ－クレジルカーボネート、ジナフチルカーネ
ート、ビス（ビフェニル）カーボネートなどのジアリールカーボネート、ジエチルカーボ
ネート、ジメチルカーボネート、ジブチルカーボネート、ジシクロヘキシルカーボネート
などのジアルキルカーボネートが挙げられる。これらのうち、特にジフェニルカーボネー
トが好ましく用いられる。
【０１１８】
　本発明に用いられる芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の還元粘度は、通常、０．４ｄ
ｌ／ｇ以上０．５５ｄｌ／ｇ以下で、好ましくは０．４５ｄｌ／ｇ以上０．５３ｄｌ／ｇ
以下、より好ましくは０．４７ｄｌ／ｇ以上０．５２ｄｌ／ｇ以下の範囲内である。
【０１１９】
　一般に芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）はポリカーボネート樹脂（Ａ）に対して、溶
融粘度が高い。混練する樹脂の粘度差が大きくなると混練した場合に分散性が悪くなる傾
向がある。分散性を向上させるために、混練温度を高くした場合、脂肪族ポリカーボネー
ト（Ａ）は一般的に熱安定性が比較的低いために、混練中にポリカーボネート（Ａ）の分
解が進行する可能性がある。また、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の粘度が高くなると流動
性が悪化し、成形した際に、成形ムラや歪みが発生しやすくなる。粘度が低い場合は、強
度や伸びなどの機械物性が保持されない可能性が高い。
【０１２０】
　なお、本発明においては、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）を１種のみを単独、又は
２種以上を混合して使用してもよい。
【０１２１】
＜ポリカーボネート樹脂組成物（Ｘ）＞
　本発明におけるポリカーボネート樹脂組成物（Ｘ）は、構造の一部に下記一般式（１）
で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位（ａ）を含むポリカーボ
ネート樹脂（Ａ）と、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）とを含むポリカーボネート樹脂
組成物（Ｘ）であり、ポリカーボネート樹脂（Ａ）と、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ
）とからなることが好ましい。
【０１２２】
【化９】

（但し、上記一般式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。
）
【０１２３】
　上記ポリカーボネート樹脂（Ａ）、及び芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）とを含むポ
リカーボネート樹脂組成物（Ｘ）中に占めるポリカーボネート樹脂（Ｂ）の割合は、３０
重量％以上であり、好ましくは３５重量％以上、更に好ましくは４０重量％以上、特に好
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ましくは４５重量％以上である。一方、好ましくは８０重量％以下、更に好ましくは７５
重量％以下、特に好ましくは７０重量％以下である。
【０１２４】
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の割合が上記の下限未満の場合は、機械物性の低下
や耐熱性の低下を生じる可能性があるという問題点を有する。一方、芳香族ポリカーボネ
ート樹脂（Ｂ）の割合が上記の上限より大きい場合は、表面硬度の低下を招くという問題
点を有する。
【０１２５】
　前記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造、特に環
状エーテルを含む構造は、極性が高いため、ポリカーボネート樹脂（Ａ）はポリマー全体
として、極性が高く、対して芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）は比較的極性が低い。こ
のため、ポリカーボネート樹脂（Ａ）と芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）とを混合して
得られる樹脂組成物は完全な相溶はせずに全光線透過率が低下する。完全に相溶した場合
は、２つの樹脂の特性はほぼ相殺され、均一な物性が得られる場合が多い。しかしながら
完全に相溶しない場合、ポリカーボネート樹脂（Ａ）の特徴である表面硬度の高さが維持
されやすく、完全相溶した場合に比べて樹脂組成物及びその成形体の表面硬度が高く維持
される。
【０１２６】
　以上より本発明におけるポリカーボネート樹脂組成物（Ｘ）は、ポリカーボネート樹脂
組成物、及びポリカーボネート樹脂成形品の表面硬度を高く保つ観点から、完全相溶せず
に全光線透過率が低下することが好ましい。
【０１２７】
　また、ポリカーボネート樹脂組成物（Ｘ）中のポリカーボネート樹脂（Ａ）と芳香族ポ
リカーボネート樹脂（Ｂ）とは、別種のものでありさえすればよく、ポリカーボネート樹
脂（Ａ）としては、環構造を有するものが好ましく、なかでもイソソルビドを含むものが
特に好ましい。
【０１２８】
＜ポリカーボネート樹脂以外の樹脂＞
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物、及びこのポリカーボネート樹脂を用いて得られ
る成形品は、ポリカーボネート樹脂以外の樹脂や、樹脂以外の添加剤を配合することも出
来る。
【０１２９】
　成形加工性や諸物性のさらなる向上・調整を目的として配合する、ポリカーボネート樹
脂以外の樹脂の具体例としては、ポリエステル系樹脂、ポリエーテル、ポリアミド、ポリ
オレフィン、ポリメチルメタクリレート等の樹脂やコア－シェル型、グラフト型又は線状
のランダム及びブロック共重合体のようなゴム状改質剤などが挙げられる。
【０１３０】
　前記ポリカーボネート樹脂以外の樹脂の配合量としては、本発明で用いるポリカーボネ
ート樹脂（Ａ）と芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）との混合物１００重量部に対して、
１重量部以上、３０重量部以下の割合で配合することが好ましく、３重量部以上、２０重
量部以下の割合で配合することがより好ましく、５重量部以上、１０重量部以下の割合で
配合することがさらに好ましい。
【０１３１】
＜熱安定剤＞
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物及びポリカーボネート樹脂成形品には、成形時に
おける分子量の低下や色相の悪化を防止するために熱安定剤を配合することができる。か
かる熱安定剤としては、亜リン酸、リン酸、亜ホスホン酸、ホスホン酸およびこれらのエ
ステル等が挙げられ、具体的には、トリフェニルホスファイト、トリス（ノニルフェニル
）ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、トリ
デシルホスファイト、トリオクチルホスファイト、トリオクタデシルホスファイト、ジデ
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シルモノフェニルホスファイト、ジオクチルモノフェニルホスファイト、ジイソプロピル
モノフェニルホスファイト、モノブチルジフェニルホスファイト、モノデシルジフェニル
ホスファイト、モノオクチルジフェニルホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブ
チル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、２，２－メチレンビ
ス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）オクチルホスファイト、ビス（ノニルフェ
ニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェ
ニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ジステアリルペンタエリスリトールジホス
ファイト、トリブチルホスフェート、トリエチルホスフェート、トリメチルホスフェート
、トリフェニルホスフェート、ジフェニルモノオルソキセニルホスフェート、ジブチルホ
スフェート、ジオクチルホスフェート、ジイソプロピルホスフェート、４，４’－ビフェ
ニレンジホスフィン酸テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）、ベンゼン
ホスホン酸ジメチル、ベンゼンホスホン酸ジエチル、ベンゼンホスホン酸ジプロピル等が
挙げられる。なかでも、トリスノニルフェニルホスファイト、トリメチルホスフェート、
トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、およびベ
ンゼンホスホン酸ジメチルが好ましく使用される。
【０１３２】
　これらの熱安定剤は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。前記熱
安定剤の配合量は、本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）と芳香族ポリカーボネー
ト樹脂（Ｂ）との混合物１００重量部に対して、０．０００１重量部以上、１重量部以下
の割合で配合することが好ましく、０．０００５重量部以上、０．５重量部以下の割合で
配合することがより好ましく、０．００１重量部以上、０．２重量部以下の割合で配合す
ることがさらに好ましい。かかる範囲で熱安定剤を配合することにより、添加剤のブリー
ド等を生じることなく樹脂の分子量低下や変色を防止することができる。
【０１３３】
＜酸化防止剤＞
　また、本発明のポリカーボネート樹脂組成物及びポリカーボネート樹脂成形品には、酸
化防止の目的で通常知られた酸化防止剤を配合することができる。かかる酸化防止剤とし
ては、例えばペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトプロピオネート）、ペン
タエリスリトールテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート）、グリセロール－３－
ステアリルチオプロピオネート、トリエチレングリコール－ビス［３－（３－ｔｅｒｔ－
ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、１，６－ヘキサンジ
オール－ビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピ
オネート］、ペンタエリスリトール－テトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、１，３，５－トリメチル－２
，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン
、Ｎ，Ｎ－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒド
ロシンナマイド）、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ベンジルホスホネ
ート－ジエチルエステル、トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベン
ジル）イソシアヌレート、４，４’－ビフェニレンジホスフィン酸テトラキス（２，４－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）、３，９－ビス｛１，１－ジメチル－２－［β－（３－
ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ］エチル
｝－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ（５，５）ウンデカン等の１種又は２種以上
が挙げられる。
【０１３４】
　前記酸化防止剤の配合量は、本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）と芳香族ポリ
カーボネート樹脂（Ｂ）との混合物１００重量部に対して、０．０００１重量部以上、１
重量部以下の割合で配合することが好ましく、０．０００５重量部以上、０．５重量部以
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下の割合で配合することがより好ましく、０．００１重量部以上、０．２重量部以下の割
合で配合することがさらに好ましい。かかる範囲で酸化防止剤を配合することにより、成
形体表面への酸化防止剤のブリード、各種成形品の機械特性低下を生じることなく、樹脂
の酸化劣化を防止することができる。
【０１３５】
＜紫外線吸収剤＞
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物及びポリカーボネート樹脂成形品の耐候性をさら
に向上する目的で、紫外線吸収剤を配合することができる。かかる紫外線吸収剤としては
、例えば２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾ
ール、２－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロ
ロベンゾトリアゾール、２－（５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾー
ル、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（α，α－ジメチルベンジル）フェニル］－２
Ｈ－ベンゾトリアゾール、２，２’－メチレンビス（４－クミル－６－ベンゾトリアゾー
ルフェニル）、２，２’－ｐ－フェニレンビス（１，３－ベンゾオキサジン－４－オン）
等が挙げられる。
【０１３６】
　紫外線吸収剤の融点としては、特に１２０～２５０℃の範囲にあるものが好ましい。融
点が１２０℃以上の紫外線吸収剤を使用すると、成形品表面のガスによる曇りが減少し改
善される。具体的には、２－（２’－ヒドロキシ－５’－メチルフェニル）ベンゾトリア
ゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）－
５－クロロベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－３’－（３''，４''，５''，
６''－テトラヒドロフタルイミドメチル）－５’－メチルフェニル］ベンゾトリアゾール
、２，２－メチレンビス［４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－
ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジクミル
フェニル）ベンゾトリアゾールなどのベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤が使用され、こ
れらのうちでも、特に、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジクミルフェニル）ベンゾトリ
アゾール、２，２－メチレンビス［４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－
（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノールが好ましい。これらの紫外線吸収剤
、１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【０１３７】
　前記紫外線吸収剤の配合量は、本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）と芳香族ポ
リカーボネート樹脂（Ｂ）との混合物１００重量部に対して、０．０００１重量部以上、
１重量部以下の割合で配合することが好ましく、０．０００５重量部以上、０．５重量部
以下の割合で配合することがより好ましく、０．００１重量部以上、０．２重量部以下の
割合で配合することがさらに好ましい。かかる範囲で紫外線吸収剤成形品表面への紫外線
吸収剤のブリード、各種成形品の機械特性低下を生じることなく、樹脂組成物及び成形品
の耐候性を向上することができる。
【０１３８】
＜ヒンダードアミン系光安定剤＞
　また、本発明のポリカーボネート樹脂組成物及びポリカーボネート樹脂成形品の耐候性
をさらに向上する目的で、ヒンダードアミン系光安定剤を配合することができる。かかる
ヒンダードアミン系光安定剤としては、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペ
リジル）セバケート、ビス－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セ
バケート、ポリ［［６－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）アミノ－１，３，５－
トリアジン－２，４－ジイル］［（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イ
ミノ］ヘキサメチレン［（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ］］
、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－アミノプロピル）エチレンジアミン－２，４－ビス［Ｎ－ブチル
－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジルアミノ）－６－クロロ－１
，３，５－トリアジン縮合物、ジブチルアミン・１，３，５－トリアジン・Ｎ，Ｎ’－ビ
ス（２，２，６，６）－テトラメチル－４－ピペリジル－１、６－ヘキサメチレンジアミ
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ンとＮ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ブチルアミンの重縮合物等
が挙げられる。なかでもビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケ
ート、ビス－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケートが好ま
しい。
【０１３９】
　前記ヒンダードアミン系光安定剤の配合量は、本発明で用いるポリカーボネート樹脂（
Ａ）と芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）との混合物１００重量部に対して、０．００１
重量部以上、１重量部以下の割合で配合することが好ましく、０．００５重量部以上、０
．５重量部以下の割合で配合することが更に好ましく、０．０１重量部以上、０．２重量
部以下の割合で配合することが特に好ましい。かかる範囲でヒンダードアミン系光安定剤
を配合することにより、ポ・BR>潟Jーボネート樹脂組成物表面へのヒンダードアミン系光
安定剤のブリード、各種成形品の機械特性低下を生じることなく、本発明のポリカーボネ
ート樹脂組成物を成形してなる成形品の耐候性を向上することができる。
【０１４０】
＜離型剤＞
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は溶融成形時の金型からの離型性をより向上させ
るために、更に離型剤を含有していることが好ましい。離型剤としては、高級脂肪酸、一
価または多価アルコールの高級脂肪酸エステル、蜜蝋等の天然動物系ワックス、カルナバ
ワックス等の天然植物系ワックス、パラフィンワックス等の天然石油系ワックス、モンタ
ンワックス等の天然石炭系ワックス、オレフィン系ワックス、シリコーンオイル、オルガ
ノポリシロキサン等が挙げられ、高級脂肪酸、一価または多価アルコールの高級脂肪酸エ
ステルが特に好ましい。
【０１４１】
　高級脂肪酸エステルとしては、置換又は無置換の炭素数１～炭素数２０の一価又は多価
アルコールと置換又は無置換の炭素数１０～３０の飽和脂肪酸との部分エステル又は全エ
ステルが好ましい。かかる一価又は多価アルコールと飽和脂肪酸との部分エステル又は全
エステルとしては、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸ジグリセリド、ステアリ
ン酸トリグリセリド、ステアリン酸モノソルビテート、ステアリン酸ステアリル、ベヘニ
ン酸モノグリセリド、ベヘニン酸ベヘニル、ペンタエリスリトールモノステアレート、ペ
ンタエリスリトールテトラステアレート、ペンタエリスリトールテトラペラルゴネート、
プロピレングリコールモノステアレート、ステアリルステアレート、パルミチルパルミテ
ート、ブチルステアレート、メチルラウレート、イソプロピルパルミテート、ビフェニル
ビフェネ－ト、ソルビタンモノステアレート、２－エチルヘキシルステアレート等が挙げ
られる。なかでも、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸トリグリセリド、ペンタ
エリスリトールテトラステアレート、ベヘニン酸ベヘニルが好ましく用いられる。
【０１４２】
　高級脂肪酸としては、置換又は無置換の炭素数１０～３０の飽和脂肪酸が好ましい。こ
のような飽和脂肪酸としては、ミリスチン酸、ラウリン酸、パルミチン酸、ステアリン酸
、ベヘニン酸等が挙げられる。これらの離型剤は、１種を単独で用いても良く、２種以上
を混合して用いても良い。
【０１４３】
　かかる離型剤の含有量は、本発明で用いるポリカーボネート樹脂（Ａ）と芳香族ポリカ
ーボネート樹脂（Ｂ）との混合物１００重量部に対し、好ましくは０．０００１重量部以
上、更に好ましくは０．０１重量部以上、特に好ましくは０．１重量部以上、一方、好ま
しくは２重量部以下、更に好ましくは１重量部以下、特に好ましくは０．５重量部以下で
ある。この範囲より少なすぎる場合は、離型不良が発生するおそれがあり、一方、この範
囲より多すぎると、成形体の耐熱性低下を招くおそれがある。
【０１４４】
　本実施の形態において、ポリカーボネート樹脂組成物に配合する前記離型剤の添加時期
、添加方法は特に限定されない。添加時期としては、例えば、エステル交換法でポリカー
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ボネート樹脂を製造した場合は重合反応終了時；さらに、重合法に関わらず、ポリカーボ
ネート樹脂と他の配合剤との混練途中等のポリカーボネート樹脂が溶融した状態；押出機
等を用い、ペレットまたは粉末等の固体状態のポリカーボネート樹脂とブレンド・混練す
る際等が挙げられる。添加方法としては、ポリカーボネート樹脂に前記離型剤を直接混合
または混練する方法；少量のポリカーボネート樹脂または他の樹脂等と前記離型剤を用い
て作成した高濃度のマスターバッチとして添加することもできる。
【０１４５】
＜成形＞
　本実施の形態では、上述したポリカーボネート樹脂組成物を成形してなるポリカーボネ
ート樹脂成形品が得られる。ポリカーボネート樹脂成形品の成形方法は特に限定されない
が、ポリカーボネート樹脂（Ａ）、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）及び、必要に応じ
てその他の樹脂や添加剤等の原料を直接混合し、押出機或いは射出成形機に投入して成形
するか、または、前記原料を、二軸押出機を用いて溶融混合し、ストランド形状に押出し
てペレットを作製した後、このペレットを押出機或いは射出成形機に投入して成形する方
法を挙げることができる。また、本発明のポリカーボネート樹脂成形品は、耐光性、透明
性に優れているため、道路遮音壁、アーケード天井シート、アーケード天井プレート、施
設屋根、施設壁材等に使用することができる。
【０１４６】
＜鉛筆表面硬度＞
　本発明にかかるポリカーボネート樹脂組成物の鉛筆硬度は、このポリカーボネート樹脂
組成物からなる厚さ３ｍｍの試験片を用い、ＪＩＳ－Ｋ５６００（１９９９年）に準拠し
て、荷重７５０ｇ、測定スピード３０ｍｍ／ｍｉｎ、測定距離７ｍｍで測定することがで
きる。この方法で測定した本発明にかかるポリカーボネート樹脂組成物の鉛筆硬度は、Ｂ
以上の硬さがよく、ＨＢ以上の硬さが好ましい。鉛筆硬度がＢより柔らかい硬さだと、得
られる成形品が傷つきやすく、外観が損なわれやすいという問題点を生じるおそれがある
。なお、鉛筆硬度は、硬い方から順番に４Ｈ，３Ｈ，２Ｈ，Ｈ，Ｆ，ＨＢ，Ｂ，２Ｂ，３
Ｂ，４Ｂの順番で表され、この中では最も４Ｂが軟い表面硬度を示す。
【０１４７】
＜全光線透過率＞
　本発明にかかるポリカーボネート樹脂組成物の全光線透過率は、このポリカーボネート
樹脂組成物からなる試験片を用い、ＪＩＳ－Ｋ７１０５（１９８１年）に準拠して、Ｄ６
５光源にて測定されるものである。本発明の樹脂組成物は、含有するポリカーボネート樹
脂同士の相溶性が高くないことに技術的特徴があるため、この方法で測定した本発明にか
かるポリカーボネート樹脂組成物の全光線透過率が低く、不透明で白濁した成形体となる
場合があるので、例えばプライバシーガラス（すりガラス）などの不透明性を必要とする
用途や、各種染料や顔料などの着色剤を混合して利用する用途に適用することが好ましい
。一方、全光線透過率の上限は９０％が好ましく、より好ましくは８５％以下、更に好ま
しくは８０％以下、特に好ましくは７５％以下である。
【実施例】
【０１４８】
　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明は、その要旨を超えない限
り、以下の実施例により限定されるものではない。
【０１４９】
　以下において、ポリカーボネート樹脂、ポリカーボネート樹脂組成物、成形品等の物性
ないし特性の評価は次の方法により行った。
［物性・特性の評価］
（１）還元粘度の測定
　ポリカーボネート樹脂のサンプルを、溶媒として塩化メチレンを用いて溶解し、０．６
ｇ／ｄＬの濃度のポリカーボネート溶液を調製した。森友理化工業社製ウベローデ型粘度
管を用いて、温度２０．０℃±０．１℃で測定を行い、溶媒の通過時間ｔ０と溶液の通過
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時間ｔから次式より相対粘度ηｒｅｌを求めた。
　　ηｒｅｌ＝ｔ／ｔ０

また、相対粘度から次式より比粘度ηｓｐを求めた。
　　ηｓｐ＝（η－η０）／η０＝ηｒｅｌ－１
　次いで、比粘度を濃度ｃ（ｇ／ｄＬ）で割って、還元粘度ηｓｐ／ｃを求めた。この値
が高いほど分子量が大きい。
【０１５０】
（２）表面鉛筆硬度
　測定装置として、東洋精機（株）製：鉛筆引掻塗膜硬さ試験機を用い、ＪＩＳ－Ｋ５６
００（１９９９年）に準拠して下記条件で測定した。
・荷重：７５０ｇ
・測定スピード：３０ｍｍ／ｍｉｎ
・測定距離：７ｍｍ
・鉛筆として三菱鉛筆製：ＵＮＩ（硬度：４Ｈ，３Ｈ，２Ｈ，Ｈ，Ｆ，ＨＢ，Ｂ，２Ｂ，
３Ｂ，４Ｂ）を用いた。
　５回測定し、２回以上、傷がついた鉛筆硬度のひとつ柔らかい硬度を測定物質の鉛筆硬
度とした。
【０１５１】
（３）全光線透過率測定
　ＪＩＳ　Ｋ７１０５（１９８１年）に準拠し、ヘイズメーター（日本電色工業社製ＮＤ
Ｈ２０００）を使用し、Ｄ６５光源にて射出成形片の全光線透過率を測定した。
【０１５２】
［原材料］
＜ポリカーボネート樹脂（Ａ）＞
　以下の実施例の記載の中で用いた化合物の略号は次の通りである。
・ＩＳＢ：イソソルビド（ロケットフルーレ社製、商品名ＰＯＬＹＳＯＲＢ）
・ＣＨＤＭ：１，４－シクロヘキサンジメタノール　（新日本理化（株）製、ＳＫＹ　Ｃ
ＨＤＭ）
・ＢＰＣ：２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン（本州化学（
株）製）
・ＤＰＣ：ジフェニルカーボネート（三菱化学（株）製）
【０１５３】
＜ＰＣ１の製造方法＞
　撹拌翼および１００℃に制御された還流冷却器を具備した重合反応装置に、ＩＳＢとＣ
ＨＤＭ、蒸留精製して塩化物イオン濃度を１０ｐｐｂ以下にしたＤＰＣおよび酢酸カルシ
ウム１水和物を、モル比率でＩＳＢ／ＣＨＤＭ／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．
７０／０．３０／１．００／６．５×１０－７になるように仕込み、十分に窒素置換した
。
　続いて熱媒で加温を行い、内温が１００℃になった時点で撹拌を開始し、内温が１００
℃になるように制御しながら内容物を融解させ均一にした。その後、昇温を開始し、４０
分で内温を２１０℃にし、内温が２１０℃に到達した時点でこの温度を保持するように制
御すると同時に、減圧を開始し、２１０℃に到達してから９０分で１３．３ｋＰａ（絶対
圧力、以下同様）にして、この圧力を保持するようにしながら、さらに３０分間保持した
。
　重合反応とともに副生するフェノール蒸気は、還流冷却器への入口温度として１００℃
に制御された蒸気を冷媒として用いた還流冷却器に導き、フェノール蒸気中に若干量含ま
れるモノマー成分を重合反応器に戻し、凝縮しないフェノール蒸気は続いて４５℃の温水
を冷媒として用いた凝縮器に導いて回収した。
　このようにしてオリゴマー化させた内容物を、一旦大気圧にまで復圧させた後、撹拌翼
および上記同様に制御された還流冷却器を具備した別の重合反応装置に移し、昇温および
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減圧を開始して、６０分で内温２１０℃、圧力２００Ｐａにした。その後、２０分かけて
内温２３０℃、圧力１３３Ｐａ以下にして、所定撹拌動力になった時点で復圧し、重合反
応装置出口より溶融状態のポリカーボネート樹脂をペレタイザーによりペレット化を行い
、ペレットを得た。還元粘度は０．４４ｄｌ／ｇであった。
【０１５４】
＜ＰＣ２の製造方法＞
　モル比率でＩＳＢ／ＣＨＤＭ／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．５０／０．５０
／１．００／６．５×１０－７になるように仕込んだ以外はＰＣ１と同様に製造した。
　還元粘度は０．６１ｄｌ／ｇであった。
【０１５５】
＜ＰＣ３の製造方法＞
　モル比率でＩＳＢ／ＣＨＤＭ／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．８０／０．２０
／１．００／６．５×１０－７になるように仕込んだ以外はＰＣ１と同様に製造した。
　還元粘度は０．３７ｄｌ／ｇであった。
【０１５６】
＜ＰＣ４の製造方法＞
　モル比率でＩＳＢ／ＣＨＤＭ／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．４０／０．６０
／１．００／６．５×１０－７になるように仕込んだ以外はＰＣ１と同様に製造した。
　還元粘度は０．６３ｄｌ／ｇであった。
【０１５７】
＜芳香族ポリカーボネート樹脂（Ｂ）＞
＜芳香族ポリカーボネート樹脂（ＰＣ５）＞
　ＰＣ５：三菱エンジニアリングプラスチックス（株）製ノバレックス７０２２Ｊ（２，
２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）プロパンに由来する構造のみを有する芳香族ポリ
カーボネート樹脂、還元粘度は０．５１ｄｌ／ｇ。
【０１５８】
＜芳香族ポリカーボネート樹脂（ＰＣ６）の製造方法＞
　撹拌翼および１００℃に制御された還流冷却器を具備した重合反応装置に、ＢＰＣ、蒸
留精製して塩化物イオン濃度を１０ｐｐｂ以下にしたＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和
物を、モル比率でＢＰＣ／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝１．００／１．０３／１．
５×１０－６になるように仕込み、十分に窒素置換した。
　続いて熱媒で加温を行い、内温が１００℃になった時点で撹拌を開始し、内温が１００
℃になるように制御しながら内容物を融解させ均一にした。その後、昇温を開始し、４０
分で内温を２３０℃にし、内温が２３０℃に到達した時点でこの温度を保持するように制
御すると同時に、減圧を開始し、２３０℃に到達してから４０分で１３．３ｋＰａ（絶対
圧力、以下同様）にして、この圧力を保持するようにしながら、さらに８０分間保持した
。
　重合反応とともに副生するフェノール蒸気は、還流冷却器への入口温度として１００℃
に制御された蒸気を冷媒として用いた還流冷却器に導き、フェノール蒸気中に若干量含ま
れるモノマー成分を重合反応器に戻し、凝縮しないフェノール蒸気は続いて４５℃の温水
を冷媒として用いた凝縮器に導いて回収した。
　このようにしてオリゴマー化させた内容物を、一旦大気圧にまで復圧させた後、撹拌翼
および上記同様に制御された還流冷却器を具備した別の重合反応装置に移し、昇温および
減圧を開始して、４０分で内温２４０℃、圧力１３．３ｋＰａにした。その後、昇を続け
４０分かけ圧力３３９Ｐａまで減圧して留出するフェノールを系外に除去した。さらに昇
温と減圧を続け、圧力が７０Ｐａに到達後、７０Ｐａを保持し、重縮合反応を行った。最
終的な内部温度は２８５℃であった。所定撹拌動力になった時点で復圧し、重合反応装置
出口より溶融状態のポリカーボネート樹脂をペレタイザーによりペレット化を行い、ペレ
ットを得た。得られた芳香族ポリカーボネート樹脂（ＰＣ６）の還元粘度は０．５２ｄｌ
／ｇであった。
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（参考例１）
　ＰＣ１及びＰＣ５を重量比６０：４０の割合でドライブレンドした後、日本製鋼所（株
）製２軸押出機（ＴＥＸ３０ＨＳＳ－３２）を用いて、樹脂温度２５０℃で押し出し、水
で冷却固化させた後、回転式カッターでペレット化した。ペレットを、窒素雰囲気下、８
０℃で１０時間乾燥した後に、射出成形機（日本製鋼所社製Ｊ７５ＥＩＩ型）に供給し、
樹脂温度２５０℃、金型温度６０℃、成形サイクル４０秒間の条件で、射出成形板（幅６
０ｍｍ×長さ６０ｍｍ×厚さ３ｍｍ）を成形した。
　得られたサンプルについて、表面鉛筆硬度、全光線透過率の測定を行なった結果を表１
に示す。
【０１６０】
（参考例２）
　ＰＣ１、及び、ＰＣ５を混合重量比４０：６０の割合で混合した以外は参考例１と同様
の方法でサンプルの作製、評価を行なった。結果を表１に示す。
【０１６１】
（実施例１）
　ＰＣ２、及び、ＰＣ６を混合重量比６０：４０の割合で混合した以外は参考例１と同様
の方法でサンプルの作製、評価を行なった。結果を表１に示す。
【０１６２】
（実施例２）
　ＰＣ２、及び、ＰＣ６を混合重量比４０：６０の割合で混合した以外は参考例１と同様
の方法でサンプルの作製、評価を行なった。結果を表１に示す。
【０１６３】
（実施例３）
　ＰＣ３、及び、ＰＣ６を混合重量比２５：７５の割合で混合した以外は参考例１と同様
の方法でサンプルの作製、評価を行なった。結果を表１に示す。
【０１６４】
（比較例１）
　ＰＣ４、及び、ＰＣ５を混合重量比９０：１０の割合で混合した以外は参考例１と同様
の方法でサンプルの作製、評価を行なった。結果を表１に示す。
【０１６５】
（比較例２）
　ＰＣ４、及び、ＰＣ５を混合重量比８０：２０の割合で混合した以外は参考例１と同様
の方法でサンプルの作製、評価を行なった。結果を表１に示す。
【０１６６】
（比較例３）
　ＰＣ４、及び、ＰＣ５を混合重量比６０：４０の割合で混合した以外は参考例１と同様
の方法でサンプルの作製、評価を行なった。結果を表１に示す。
【０１６７】
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【表１】

 
 
【０１６８】
　この表からわかるように、非相溶状態となり全光線透過率が９０％以下となると、十分
高い硬度が得られることが明らかとなった。　
【０１６９】
　なお、本発明を詳細にまた特定の実施態様を参照して説明したが、本発明の精神と範囲
を逸脱することなく様々な変更や修正を加えることができることは当業者にとって明らか
である。
【産業上の利用可能性】
【０１７０】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は優れた表面硬度を持ち、建築材料分野、電気・
電子分野、自動車分野、光学部品分野等において好適に用いることができる。



(29) JP 6010919 B2 2016.10.19

10

フロントページの続き

(72)発明者  佐々木　一雄
            福岡県北九州市八幡西区黒崎城石１番１号　三菱化学株式会社内

    審査官  久保　道弘

(56)参考文献  特開２００９－０６２５０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１０／０６１９２７（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２００３－０１２９１４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－１４４０１９（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０８Ｌ　１／００－１０１／１４
              Ｃ０８Ｇ　６４／００－６４／４２
              ＣＡｐｌｕｓ／ＲＥＧＩＳＴＲＹ（ＳＴＮ）
              　　　　
              　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

